予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：農林水産事業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　新幼児食農教育推進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2856）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　2,350千円（前年度予算額：-千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,350
	2,350
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	2,350
	2,350
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
本県では、岐阜県食育推進基本計画に基づき、特に子どもを対象とした食育の取り組みの一環として、幼児を対象とした「キッズキッチン」等の食農教育事業を実施している。

今後、幼児食農教育の取り組みを広く定着させていくためには、地域の関係者の理解と自主的な活動が行える体制づくりが必要である。

そこで、（公社）岐阜県栄養士会の各圏域の栄養ケアステーションが核となり、農業指導者、幼稚園、保育所（園）、市町村との連携を構築しながら、食農教育活動を広げていく取り組みを県が支援する。

（２）事業内容

幼稚園・保育所（園）での活動支援を行うとともに、家庭における食農教育の機会を広げていく。

（ア）地域における食農教育実施体制の整備

　　　（公社）岐阜県栄養士会と「食農教育の実施に関する協定(仮
称)」を締結し、県栄養士会が核となり、各地域毎に農業指導者、
栄養士市町村担当者等食農教育関係者が連携し活動を行う体制を
整備する。また、栄養士会会員のスキルアップに向けての研修を
実施する
（イ）幼稚園・保育所（園）における食農教育の推進

　　　県内幼稚園・保育所（園）において、栽培から調理し食べるまでの一連の体験に対する支援を実施する。

（ウ）幼稚園教諭、保育所（園）保育士の食農教育推進に係る技術
向上支援

幼保育園において、継続的に食農教育が実施されるよう、現場
で活動を行う幼稚園教諭、保育所(園)保育士に対し、農作物栽培
に係る基礎知識やキッズ・キッチンの手法、指導計画書作成ノウ
ハウ等について、実技を含めた講習会を開催する。


（エ）家庭における食農教育の推進

少子対策、子育て支援の観点も含め、父親と子どもを対象にキ
ッズ・キッチンを取り入れた食農教育体験の機会を提供し、家庭
における食農教育を普及させるとともに、父親の家事・育児参加
の契機とする。
（３）県負担・補助率の考え方

　　国交付金を財源とし、国事業の要件に当たる事業費の1/2以内の補助とする　
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,350
	食農教育推進に対する助成

	合計
	2,350
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　ぎふ農業農村基本計画
　　第２次岐阜県食育推進基本計画

　　岐阜県少子化対策基本計画

岐阜県教育ビジョン

　　

（２）後年度の財政負担
　　5年を目途に当該補助金の継続等について必要な検討を実施
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　幼稚園・保育所（園）において食農教育が自主的・継続的に実施されるよう体制を整備するとともに、家庭における食農教育を促進させる。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	自主的にｷｯｽﾞ･ｷｯﾁﾝの手法を取り入れた食農教育活動を実施した幼保育園の数
	0
（H25）
	(H )
	（H  ）
	（H  ）
	10
（H30）
	％


	
	（H　）
	(H )
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	(公社)岐阜県栄養士会を核とした、地域の農業指導者等食農教育関係者との連携体制が整備されることにより、食農教育の自主的・継続的な実施につながるため、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
H23～25年度緊急雇用創出事業を活用し幼保育園で実施した「キッズ・キッチン」活動が大変好評で、効果も高いことから、幼・保育園はもちろんのこと、指導者的立場である栄養士及び女性農業委員等からも継続的に実施していきたいとの要望が出ている。
また、H23～24に緊急雇用の事業を実施した（社）県栄養士会には「キッズキッチン」のノウハウが蓄積されるとともに、地域毎に幼保育園と栄養士・女性農業委員等が連携し活動を行おうとする機運が高まり、体制が出来つつある。
この機会を活かし、各地域毎に自主的な活動が出来るよう支援を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
　(公社)岐阜県栄養士会を核とした、地域の農業指導者等食農教育関係者との連携体制を整備するとともに、食農教育の自主的・継続的な実施につながるよう、引き続き支援を実施する。　


具体的実施方法


各圏域において、地元農業指導者及び（公社）岐阜県栄養士会の地域代表が講師となり下記の講習会を行う。


①農作物に係る基礎知識講座


　　・講師：農業指導者


　　・内容：土づくり、肥料・農薬使用方法について


　　　　　　園でも簡単に取り組めるおすすめの野菜について


　　　　　　プランター栽培、ペットボトル栽培について（実演）


　②キッズ・キッチンに関する講座


　　・講師：（公社）岐阜県栄養士会


　　・内容：キッズキッチン実施に係る一連の流れや指導ポイント


について、(実技)指導計画書の作成について








